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３． 沖縄の山、川、海を取り巻く課題 

８つの基本方針に基づき、これまで川づくりに関する様々な取り組みが実施されてき

たが、今後も継続して取り組んでいく必要のある課題や、自然環境・社会情勢の変化に

伴い顕在化する新たな課題に対して、上流の山間部から川を経て海に至る様々なつなが

り、及び沖縄としての地域性を意識した対応がますます重要となってきている。 

そこで、従来の川づくりのみならず、山・川・海を取り巻く流域全体を踏まえた様々

な視点から捉えた課題について、次の５つの項目で整理しとりまとめた。 

 

（１）激化する水害・土砂災害と地震の懸念 

（２）増加する人口・観光客と追いつかない水供給体制 

（３）沖縄らしい環境・風景の消失 

（４）地域の山・川・海に対する当事者意識の低下 

（５）忍び寄る地球温暖化の影響 

 

（１）激化する水害・土砂災害と地震へ                     

の懸念 
１）水害に対する課題 

●集中的な異常豪雨の増加 
・本土の河川と比較して流路延長が                      

短く、河川勾配が急であり、洪水到

達時間がほとんどの川で１時間以

内と非常に短い上に、台風の常襲地

域であることから、短時間雨量が非 

常に大きいため、河川水位の急激な

上昇等によって度々浸水被害が発

生している。 
・近年では豪雨の発生件数が増加し                      

ており、人口密度や資産集積度が高

い河川下流域では浸水被害の発生

による人的・経済的リスクがますま

す高まっている。 
 
 
 
 
 
 
 

 

琉球新報 Ｈ１８．９．１０（朝） 

  

琉球新報 Ｈ１９．８．１２（朝） 
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●都市域での未整備区間や普通河川での浸水被害、内水氾濫の顕在化 
・特に、都市域での未整備区間や普通河川での浸水被害、内水氾濫が顕在化している。 
・沖縄の河川は大小合わせて 300 余りあるが、その内２級河川は 50 水系 74 河川、準

用河川は 14 水系 22 河川と少なく、県土に占める法河川密度は、0.171km/km2 と
全都道府県中最下位である。 

・過去５年間(H14～H18)における水害被害額（一般資産）は約６６億円で全国第８

位である。また、その全てが普通河川、その他（内水、土石流等）によるものであ

り、これらに起因する被害額としては、全国第３位である。 
●水位情報の適切・適確な情報提供と避難体制の整備 
・ソフト対策として洪水に対する観測網、それらを利用した情報システムの整備、ハ

ザードマップの作成等を進めてきているものの、未だ十分ではない。 
●限られた予算の中での効率的な対策の必要性 
・沖縄における２級河川及び準用河川の整備状況は平成２０年３月末現在で、要整備

区間延長 197.4km のうち整備済は、110.3km であり、整備率は約 56％に留まって

いる。 
・河川整備予算は、年々減少傾向にありハード整備のみでの防災・減災は困難。 
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沖縄県における 50mm/h 以上の降雨発生回数 

（資料：沖縄気象台資料をもとに沖縄総合事務局で作成） 
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沖縄県における水害等の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

２）土砂災害に対する課題 

●中南部地域に集中する地すべり危険箇所における世界遺産との共存 
・沖縄本島中南部の島尻泥岩が分布する市町村には多くの地すべり危険箇所が存在し、

単位面積あたりの危険箇所数は全国平均の約７倍である。また、危険箇所には、世

界遺産に登録された琉球王朝の城（グスク）及び関連遺産のほか、多数の観光地が

点在しており、地すべりが発生すると多大なダメージを受けることになる。 
●危険箇所へ拡大する居住地域 
・地形条件の悪い丘陵地や急傾斜地周辺などへ居住区域が拡大しており、地すべりや

がけ崩れ等による人的被害の危険が高まっている。 
・土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域の指定に向けた

住民説明を鋭意実施しているところであるが、住民理解を得ることが難しく低い指

定数に留まっている。 
・特に都市部においては、災害危険箇所がわずかに残された緑地空間となっていると

ころも多い。 
●集中的な異常豪雨の増加と土砂災害の頻発 
・近年は、集中豪雨の増加などにより土砂災害の発生件数が増加傾向にあり、平成１

９年の土砂災害発生件数は１８回にもおよび、過去２０年間で最多となっている。 
・過去５年間(H14～H18)における地すべり被害額（一般資産）は約 1.2 億円で全国 

普通河川、内水等によるもの
約７４億 約６６億 約６６億 ０．１７１

（全国　第２４位） （全国　第８位） （全国　第３位） （全国　第４７位）
全国 約１兆６１００億 約３９００億 約９５０億

（一県あたり） （約３４３億） （約３８億） (約２０億）

※水害統計より作成
※一般資産被害額とは、建物、家庭用品、事業所資産、農作物等による物的被害額及び事業所営業停止損失等である
※被害額には、人的損失額や間接的な波及被害額は含まれていない
※「普通河川、内水等によるもの」とは、普通河川、内水、土石流等による一般資産被害額である
※法河川延長は「2006河川ハンドブックより平成17年4月30日現在の1級河川、2級河川、準用河川の延長を合計
※県面積は国土地理院HPより引用
※県面積には境界未定部分の面積は含まれない
※密度は単位面積あたりの法河川延長を示す

沖縄県

県土に占める法
河川密度

０．３９５

沖縄県における水害等の状況

県庁所在地
全県

一般資産被害額（H14～H18の合計）　　　　　　　　単位：円

国土交通大臣が国土特に重要

と保全上または国民経済上して

指定した水系 

一級水系以外で公共の利害に

重要な役割があるとして都道府

県知事が指定した水系 

河川の分類 
法河川と総称 
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    第８位である。 
●土砂災害関連情報の避難行動への活用不足 
・土砂災害警戒情報等、土砂災害関連情報が避難行動の判断基準として十分に活用さ

れておらず、万が一の場合に多大なダメージを被る恐れがある。 
●大規模地すべりに対する調査や対策 
・発生位置や発生規模の事前把握が難しく、大きな被害が予想される初生泥岩地すべ

りの発生が懸念される。 
●限られた予算の中での効率的な対策の必要性 
・土砂災害対策として、砂防施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊対策施設の整備

などが実施されているが、その整備率は平成１９年度末でそれぞれ２１％、２３％、

１３％といずれも低い水準に留まっている。 

 
 

 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

琉球新報(H18.6.16 朝刊) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沖縄タイムス 

(H20.3.2 朝刊) 

全国 沖縄県

一般資産被害額（千円） ４，０６１，８７０ １２２，５５２

(H14～H18の合計) １県あたり（８６，３２２） （全国　８位）

※本表は水害統計より作成したものである。

※一般資産被害額とは、建物、家庭用品、事業所資産、農作物等による物的被害額及び

　 事業所営業停止損失等である。

※被害額には、人的損失額や間接的な波及被害額は含まれていない。

沖縄県における地すべり被害の状況
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終戦後（昭和29年） 復帰前後（昭和48年） 平成１９年
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出典：「中部圏域総合開発整備基本構想」1997.3（沖縄県）資料を一部修正 

    「H19土地利用動向調査」（沖縄県）、「H19土地利用現況図」（沖縄県）より作成 

    「沖縄の米軍基地マップ（平成20年3月31日現在）」（沖縄県知事公室）より作成 
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資料）災害発生件数は、国土交通省砂防部調べ 

危険箇所へ拡大する居住地域 
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３）津波・高潮に対する課題 

●地震・津波に対応した設計となっていな                   

い海岸保全施設 
・周辺には震源地が多く存在しており、過去

には大津波も経験しているが、海岸保全施

設は津波を考慮した設計とはなっていな

い。 
 
 

土石流危険渓流 

地すべり危険箇所 

地すべり防止区域 

急傾斜地崩壊危険箇所 

急傾斜地崩壊危険区域 

災害危険箇所にわずかに残された緑地空間 

 
 
 
 
 
 
 
 

台風 21 号による超波状況（東江海岸） 

平成８年９月３０日撮影



 58 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
●海岸保全施設の老朽化 
・沖縄は、台風常襲地であり、高潮、波浪等                    

により度々大きな被害を受けている。また、

近年では暖水渦による異常潮位も発生して

いる。 
・海岸保全施設は、本土復帰前に整備された

ものも多く、老朽化や地震による防災機能

の低下が懸念される。 

●限られた予算の中での効率的な対策の必要

性 

・高潮対策として海岸整備事業を実施しているが、平成２０年３月末時点で整備率は

５５％に留まっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
琉球政府時代に築造された海岸護岸（松田潟原海岸）

高潮浸水予測図（全体図） 

高潮浸水予測図 

（那覇市 空港付近詳細） 

津波浸水予測図 

（那覇市 空港付近詳細） 

津波浸水予測図（全体図） 
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今後 30 年間に震度 6 弱以上の揺れに 

見舞われる確率の分布図 

（http://www.j-shis.bosai.go.jp/） 

４）地震に対する課題 

●全国で最も耐震性の低い施設設計 
・近年の調査研究では、沖縄も大地震に見                    

舞われる確率が高いことが指摘されて

いる。 
・沖縄県は、施設設計における耐震基準の

一つである地域別地震係数に全国最低

値が用いられており、大地震のリスクに

対して他地域よりも弱い。 
●地震等の自然災害による水資源開発施                    

設や水供給への影響 
・ライフラインであるダムや調整水路は、

代替機能がなく、地震による施設への直

接的被害により、水供給への影響が懸念

される。 

強震帯地域、中震帯地域 

及び弱震帯地域の区分 

沖縄県は弱震帯 

那那覇覇でではは約約７７００年年にに11回回のの割割合合

でで震震度度５５をを経経験験ししてていいるるがが、、最最

近近９９００年年間間はは震震度度５５をを経経験験ししてて

いいなないい  

那覇の震度（1650～1995) 

2008.7.8（国頭）

2008.7.8（那覇）

資料）琉球大学理学部  

中村衛研究室H.P資料に一部加筆

沖縄県内で最大の貯水容量を持つ福地ダム 
1974 年（昭和４９年）完成 
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 （２）増加する人口・観光客と追いつかない水供給体制 
●今後も続く人口や観光客の増加 
・水資源賦存量は、平均年で 1,973m3年

/人、渇水年で 1,138m3 年/人であり、

全国平均と比較して１/２～１/３程度

と少なく、降水量の多さに対して水資

源は厳しい状況にある。 
・ダムなどによる水資源開発の結果、近

年は水供給体制が緩和されつつあるが、

生活様式の変化や、人口・観光客数の

増加が予測されることから将来的には

水源が不足するおそれがある。 
・離島においては、水源が乏しく、流況

の不安定な河川表流水などへの依存度

が高いため、給水制限が頻発している

が、新石垣空港の建設等による離島へ

の入り込み客数の増加が予測され、さ

らなる水不足も懸念される。 

●近年の降雨変動の激化や長期的                       

な降水量の減少トレンドとダム

の供給実力低下 
・沖縄においても、年降水量が減

少傾向にあり、少雨年と多雨年

の開きの拡大がみられ、ダムに

よる安定供給実力が低下してい

る。今後もこの傾向が続けば、

渇水が多発する可能性がある。 
●整備した施設の年数経過による

老朽化への懸念 
・水資源開発施設については、本土復帰前後に建設

された施設も多く、老朽化や自然災害等によって

もたらされる施設被害が水供給へ及ぼす影響も懸

念される。 
●水源地と消費地の隔絶に起因する水に対する意識

の希薄化 
・北部水源地と中南部消費地が地理的に隔絶してい

ること等に起因する水の大切さに対する意識の希

薄化が見られる。 

 
 
 
 
 
 

沖縄県人口の将来予測 
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入域観光客数の経年変化 

ビジット沖縄計画における観光客誘客目標値 

第３次沖縄県観光振興基本計画（素案）における観光客誘客目標値 

計画時点に想定し 

た1/10供給実力 

直近のデータに基

づく1/10供給実力

昭和３８年渇水を想定

した場合の供給実力 
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●産業構造の変化や電源の多様化による水需給への影響 
・産業構造の変化や電源の多様化による水需要への影響が懸念される。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）沖縄らしい環境・風景の消失 
●画一的な多自然「型」川づくりによる地域の魅                 

力や沖縄らしさの消失 
・河川整備においては、「多自然型川づくり」の全

面的な実施を推進しているが、比較的安易な環

境ブロック護岸や自然石護岸の採用により画一

的な多自然「型」川づくりになっている側面も

ある。 
・河川へのアクセス性や親水性に乏しい河                   

川も多い。 
●河川周辺における地域の歴史的・文化的                   

財産の減少 
・沖縄らしい自然や河川周辺の歴史的資産・環境

等、個々の河川の有する特性に適した川づくり

には至っていない部分も見られる。 
●河川水質の問題と海域への影響 
・河川水質は、河川浄化事業の実施や下水道整備

率の向上、飼育養戸数・頭数の減少等により改

善傾向にあるが、依然として環境基準を満足し

 

福地～安波間 S54 完成（完成から２９年経過） 

安波～普久川間 S57 完成（完成から２６年経過）

普久川～辺野喜間 S60 完成（完成から２３年経過） 

 
 
 
 
 
 

水際や河床が単調となってしまった

多自然「型」川づくりの事例 

（うるま市） 

 

調整水路トンネル 

・河川特性上、厳しい水の利用条件にある沖縄では、ダムをつなぐ調整水路トンネルにより、効

率的な水利用のシステムを構築。 

 
 

 
 
 
 
 
 

不安定取水による河川水量の減少

（国頭村） 
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ていない河川もある。 
●いまなお続く赤土砂の流出 
・赤土砂等流出防止条例が施行されたものの、依

然として河川や海岸への赤土砂流出が続いてい

る。 
●横断工作物などによる流域の物理的分断                   

と河川直接取水による河川環境への影響 
・生態系の回復については、河川へのリュウキュ

ウアユ復元に向けた取り組みなども行われてい

るものの、河川横断工作物による回遊阻害や河

川からの直接取水による河川環境悪化などにより、定着するに至っていない。 
●移入種・外来種への対応 
・ 近年では新たな移入種・外来種の生息・生育・繁殖も確認されており、在来種や貴

重種などへの影響も懸念される。 

 

（４）地域の山、川、海に対する当事者意識の低下 
●地域と山、川、海の関わり意識の低下 
・都市化や核家族化の進展などにより地域や家族とのつながりが薄れつつある中で、

地域や人と山、川、海の関わり意識の低下が懸念される。 
●維持管理面での地域の参画 
・川づくりをはじめとする地域づくりを行政に依存する傾向が見られ、維持管理等に

関する地域の住民の主体的で積極的な取組みが不足している。 
●住民説明会やワークショップ等のあり方 
・これまでも住民説明会やワークショップ等が開催されているが、地域の人々と広く

コミュニケーションが図れるよう取り組みをさらに充実させる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
水量の減少とともに植生が繁茂 

（大宜見村） 
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Q1.あなたはどのぐらい川に行く機会がありますか。

「みんなでつくろうぼくらの水辺再発見マップ 紙面アンケート 
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（５）忍び寄る地球温暖化の影響 
●異常渇水、異常洪水、高潮等被害多発の可能性 
・地球温暖化に伴う気候変動により、海面上昇、

異常気象の増加が予測されており、異常渇水、

異常洪水、高潮被害の多発の可能性が懸念され

る。 
・地球温暖化により海面が上昇すると台風時に高

潮が頻発し、沖縄の沿岸部のかなりの部分が水

没するとの指摘もある。 
●気温上昇による水需給への影響 
・気温上昇に伴い、生活用水や農業用水の需用に

変化が生じることも考えられる。 
・海面上昇により地下水の塩水化による水資源へ

の影響も懸念される。 
● サンゴ衰退への影響の懸念 
・造礁サンゴの衰退に伴い、リーフ内水深が増大

することによる消波効果の低減、粗度の低下に

よる流速増加が懸念される。 
・海水温上昇による藻場の消失、サンゴの白化現

象によるサンゴの衰退、プランクトンへの影響

と魚類など高次生態系への影響など沖縄らしい海岸環境への影響が懸念される。 
・海面上昇によりマングローブ等を中心とした汽水域の生態系への影響も懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沖縄タイムス H20.5.30 

 （共同通信社配信） 

（無断転載禁止） 

海面上昇に伴う砂浜の消失（イメージ図）

水没面積（ha） 侵食面積（ha） 侵食率（％）

海面上昇量ｓ＝０．３０ｍ 883 1,052 97.0

海面上昇量ｓ＝０．６５ｍ 1,030 1,080 99.5

海面上昇量ｓ＝１．００ｍ 1,060 1,083 99.8

※出典：三村信男他「砂浜に対する海面上昇の影響評価（２）－予測モデル

の妥当性と検証と全国規模の評価」、海岸工学論文集Vol.４１、１９９４ 
※出典：沖縄県環境科学センター センター報

海面上昇による沖縄県の砂浜侵食量の予測 

サンゴの被度

サンゴの被度

サ ン ゴ

が衰退 
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４． 課題の解決に向けた取り組みの考え方 

これまでの取り組みのレビューと課題を踏まえると、流域、地域、協働の視点が重要

であることが認識された。 

かつて琉球の先人は、地理風水学を用いた河川改修や、首里城における細やかな水利

用ネットワーク、水系を単位とした地域区分による共同体的関係の構築など、様々な知

恵と工夫、協働によって困難な自然条件を克服してきた。 

今後は、安全・安心で豊かな社会を築くため、先人に学びつつ、行政の横の連携はも

とより、地域住民と協働しつつ多様な施策を展開していくことが望まれている。 

そこで、沖縄における今後の取り組みの基本的な理念を以下のように設定した。 

 

＜理念（基本的な方向性）＞ 

 

未来へ受け継ぐ魅力ある沖縄の山、川、海づくり 
 

～つながりの回復と将来への備え、流域の視点と多様性を

重視した質の高い整備を目指して～ 

 

 

山、川、海が水の循環により、環境としてお互いに強いつながりを有していること、

人々の暮らしが流域という空間単位の中で培われてきたという歴史的な事実を認識する

ことが重要である。また、今日の沖縄の発展が流域という単位を超えた諸活動によりも

たらされているという現実、さらには地球温暖化や大地震といった自然現象がこれらの

諸活動に悪影響を及ぼしかねないという現実も捉えながら、今後の真の意味での沖縄の

持続的発展を河川、砂防、海岸行政の面から支えていく。 

その取り組みにおいて、関係機関を横断する総合的な施策の展開と県民、地域との協

働により、つながりの回復と将来への備え、多様性と高い質に根ざした未来に受け継ぐ

魅力ある沖縄の「山、川、海づくり」を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針 目指す姿

（５）地球温暖化への対応 ・未来を展望し、独自の知恵で守り、受け継ぐ亜熱帯の島沖縄

（４）多様な連携と
     住民参加

（２）安定的な水資源の
     確保

･激化する風雨に耐えうる安全な山、川、海
・知恵と工夫、先人の流域管理に学び、多様で質の高い手法と技術で守る沖縄の山、川、海
・将来にわたって機能を発揮し続ける施設と、人々に守られた安心な山、川、海

・ひとびとの生活に密着した利水機能を有するゆとりある川
・将来にわたり安定的に確保できる水資源

・縦のつながりと横のつながり、ひとびとの力で守り育てる山、川、海
・自助、共助、公助、正しい知識と確かな意識に根ざした安心な山、川、海

（１）水害・土砂災害から
     の安全の確保

（３）良好な環境・景観の
     形成

・沖縄らしい自然が感じられる多様性に富んだ山、川、海
・沖縄というふるさとの歴史や文化、風土を受け継ぎ、沖縄の象徴となる山、川、海
・生活レベルの循環、流域レベルの大きな循環の中で、豊かなつながりを持ち続ける山、川、海
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（１）水害・土砂災害等からの安全の確保 
限られた投資余力の中で最大の効果を発揮するために、重点的な予防対策を重視する

とともに、事業着手前の調査の充実、多様な対策手法の選択、ハード・ソフト一体とな

った安全確保等に取り組む。 

特に、都市域での総合的な治水対策の推進や、中南部地域での地すべり対策について

関係機関と連携した取り組みを進める。また、維持管理の充実による施設の長寿命化、

老朽化施設の計画的な維持・修繕に取り組む。 

 

（２）安定的な水資源の確保 
今後の人口や観光客の増加や産業構造の変化等を踏まえつつ、着実な水資源確保を進

めるとともに、適切な施設の維持管理や更新による長寿命化、代替機能の確保に関する

検討・重要施設の耐震性能照査にも取り組み、既存施設の有効利用を図りながら水の供

給システムの信頼性向上に努める。 

 

（３）良好な環境・景観の形成 
損なわれた自然・歴史・文化と人と山、川、海のつながりを取り戻すことを主眼とし、

行政・有識者・市民など多様な主体の参画と協働のもと、生活単位の視点とともに流域

の視点を併せ持ち、自然、歴史・文化、生活との関わりを学びつつさまざまな活動を展

開することで、地域の個性あふれる沖縄の山、川、海の魅力の再生を目指す。 

 

（４）多様な連携と住民参加 
地域と山・川・海との関わりが失われつつある中で、地域住民の川づくりへの積極的

な参加を促し、行政等と地域住民との連携により地域と一体となった整備を進めること

で、適切な協働と役割分担による効果的な整備と持続的な維持管理を目指す。 

また、高まる災害リスクに対して、平常時から危険性の周知や各種啓発を推進するこ

とで地域住民の防災意識を高めるとともに、行政間相互と住民間の情報共有と連携の充

実、適切な役割分担による警戒避難体制の構築などにより、人的被害の軽減を図る。 

 

（５）地球温暖化への対応 
地球温暖化による洪水、土砂災害、高潮災害の激化、水資源の逼迫化、サンゴの衰退

等の環境変化と防災機能の低下への懸念に対しては、将来的な影響の予測に努め、必要

な対策を講じていく。 

火力発電に偏った電力供給の現状において、温室効果ガスの削減のため、大規模な河

川が無いという地域事情の中で、福地ダム、大保ダム、倉敷ダムで取り組みを進めてき

た再生可能でクリーンなエネルギーであるダム管理用発電に加え、他の水資源開発施設

等においても小水力発電の導入可能性等を検討していく必要がある。 

また、河川などの水辺の緑化を図ることにより、温室効果ガスの固定とあわせて地域

住民の憩いの場・散策の場を提供する。  


